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I はじめに 
 
 海外投資を行う投資家が、投資受入国政府の不当な措置により損害を被ったとき、投資受入国との紛争を
投資協定や自由貿易協定・経済連携協定の投資章（以下「投資関連協定」）に基づき投資仲裁に付託し、救
済を求めることができる場合があります。その際、多くの投資家が ICSID条約 1及び ICSID仲裁規則を選択
します。ICSID 条約に基づく投資仲裁の特徴の一つとして、同条約により、仲裁判断の承認・執行が申し立
てられた ICSID条約締約国の裁判所による ICSID仲裁の手続等に関する審査が排除されていることが挙げら
れます。具体的には、同条約 53条 1項は ICSID仲裁判断の拘束力を確認し、54条 1項はその仲裁判断を拘
束力があるものとして「承認」し、自国の裁判所の確定判決とみなしてその仲裁判断により課される金銭上
の義務を「執行」する義務を締約国に対して課し、同条 3 項は「強制執行」を現行法令に従って行うよう規
定しています 2。このことは、ニューヨーク条約に基づいて承認・執行が行われる ICSID 仲裁判断以外の投
資仲裁判断の承認・執行訴訟においては、手続等の瑕疵や公序違反を理由に裁判所が承認・執行を拒絶する
ことができることとは対照的です。 

 他方で、ICSID条約 55条は、強制執行からの免除に係る国内法が同条約 54条により影響を受けないこと
を確認しています。これは、国家が外国裁判所の管轄には服さないという、いわゆる主権免除の原則が、強
制執行の場面については ICSID 条約 54 条の規定による影響を受けずに維持されることを確認したものとい
えます。では、強制執行の前提となる ICSID 仲裁判断の承認・執行手続については、国家は主権免除を有効
に主張することができるのでしょうか。それとも、上記 ICSID 条約の規定により、国家の主権免除は、
ICSID仲裁判断の承認・執行手続に関して放棄されたとみなされるのでしょうか。 

 これから紹介する事件は、ICSID条約 53条から 55条の全部または一部に基づき、締約国が承認・執行手
続からの免除を放棄したか否かが争点となった事例です。英国控訴院の 2024年 10月の判決及び同控訴院が
説得力のある先例として引用したオーストラリア連邦最高裁判所の 2023 年 4 月の判決では、ICSID 条約に

 
1  国家と他の国家の国民との間の投資紛争の解決に関する条約（1966年発効） 

2  仲裁判断の「執行」という場合、①執行地の裁判所が当該仲裁判断の拘束力を認め同判断に国内裁判所の確定判決と同様の執行力を付
与する段階（承認・執行）と②付与された執行力に基づき、物理的に債務者の財産を差し押さえる等して換価する段階（強制執行）を
区別する必要があります。本ニューズレターで扱うのは、①に関する近時の国内裁判所の判例です。強制執行の問題については、2023
年 1月に Yukos対ロシアの仲裁判断の強制執行に関しニューズレターを発行していますので、こちらも併せてご覧ください。 
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mailto:s.ishido@nishimura.com
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https://www.nishimura.com/sites/default/files/newsletters/file/newsletter_230120_dispute_resolution_competition_law_international_trade.pdf
https://www.nishimura.com/sites/default/files/newsletters/file/newsletter_230120_dispute_resolution_competition_law_international_trade.pdf
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基づき締約国の主権免除は放棄されたと解釈されました。他方で、米国 D.C.巡回区連邦控訴裁判所は、
2024年 8月及び 11月に、ICSID条約への合意ではなく、投資関連協定に規定される投資家との仲裁合意を
根拠として裁判権免除の放棄を確認し、この問題につき判断を行いませんでした 3。 

II ICSID条約に基づき主権免除が放棄されたと認めた英国及びオーストラリアの事例 
 
1. 英国 
 
 Infrastructure Services対スペイン事件及び Border Timbers対ジンバブエ事件の２件の ICSID案件にお
いて、投資家はいずれも勝訴し、受入国側による仲裁判断の取消申立てはいずれの事件においても却下され
ました 4。投資家は、仲裁（国際投資紛争）法（Arbitration (International Investment Disputes) Act 
1966）が定める仲裁判断の承認・執行に必要な登録（registration）の命令を英国高等法院（第一審）から
取得したのに対し、スペイン及びジンバブエはそれぞれ国家免除法（State Immunity Act 1978）に基づき
承認・執行手続からの免除を主張して登録命令の取消しを求めました。 

 国家免除法は、外国国家の英国の裁判権から免除の原則とその例外を規定します。本ニューズレターで問
題とする例外規定は、（ア）当該外国国家が英国の裁判権に服すると事前に書面にて合意した場合（書面に
よる合意には条約などの国際約束が含まれます。）に関する 2 条 2 項及び（イ）仲裁合意が存在する場合に
関する 9条 1項です。 

 第一審はそれぞれ登録命令取消しの申立てを却下しましたが、ICSID 条約 54 条に基づき主権免除が放棄
されたか否かにつき正反対の解釈を示していました。スペインとジンバブエは控訴審で、国家免除法 2 条 2
項に関し、ICSID 条約 54 条は締約国の主権免除が放棄されたとは明記しておらず英国の裁判権に服すると
いう事前合意を構成するものでないと主張しました。両国はまた、国家免除法 9 条 1 項の適用により国家が
承認に関する裁判権に服するか否かを判断するためには、英国裁判所はまず仲裁合意の存否につき自ら判断
する義務があり、合意の不在を主張する投資受入国はその主張を行う権利がある、と述べたうえで、スペイ
ンは Infrastructure Servicesとの仲裁合意の存在を否定し、ジンバブエは Border Timbersが付託した紛争
が仲裁合意の範囲外であると主張しました。 

 控訴院は 2件を併合審理し、2024年 10月に、ICSID条約 54条により締約国は承認・執行手続からの免
除を明らかに放棄しており、同条は国家免除法 2 条 2 項にいう事前の合意を構成するに十分であると認め、
スペイン及びジンバブエが ICSID仲裁判断の承認及び執行に関し英国の裁判権に服すると判断しました 5。 

 
3  米国 D.C.巡回区の判例は、ICSID条約及び仲裁規則に基づき付託された投資仲裁事件（ICSID案件）だけではなく、UNCITRAL仲裁規

則に基づき合意された仲裁地の仲裁廷に付託された投資仲裁事件（UNCITRAL 案件）についても主権免除の抗弁を検討していますが、
このニューズレターでは、紙幅の都合上、ICSID案件についてのみ扱います。 

4  Infrastructure Services Luxembourg S.à.r.l. and Energia Termosolar B.V. v. Kingdom of Spain, ICSID Case No. ARB/13/31, 
Award, 15 June 2018; Decision on Annulment, 30 July 2021; Border Timbers Limited and others v. Republic of Zimbabwe, 
ICSID Case No. ARB/10/25, Award, 28 July 2015; Decision on Annulment, 21 November 2021. 

5  Infrastructure Services Luxembourg SARL v Kingdom of Spain and Border Timbers Ltd v. Republic of Zimbabwe [2024] EWCA 
Civ 1257. 

https://www.legislation.gov.uk/ukpga/1966/41/data.pdf
https://www.legislation.gov.uk/ukpga/1966/41/data.pdf
https://www.legislation.gov.uk/ukpga/1978/33/data.pdf
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2. オーストラリア 
 
 英国の控訴院は ICSID条約 54条の解釈にあたり、Infrastructure Services対スペイン事件に関連して同
じ問題を扱ったオーストラリア連邦最高裁判所の 2023 年の判断を精査し、非常に説得力を持つ論理構成に
基づいた正しい結論だという見解を示して参考にしたうえで、同旨の解釈を導き出しました。 

 Infrastructure Services は、上記の対スペイン事件の仲裁判断の承認・執行をオーストラリアの国際仲裁
法（International Arbitration Act 1974）に基づいて申し立てました。第二審は同仲裁判断をスペインに対
して拘束力のあるものとして承認し、国際仲裁法に基づき、当該判断の下での金銭上の義務につき投資家に
有利な判決が登録されることを命じました。スペインはオーストラリアでの承認・執行手続からの免除を主
張して上告しました。 

 オーストラリアの外国国家免除法（Foreign States Immunities Act 1985）は外国国家のオーストラリア
の裁判権からの免除の原則及び例外を定め、本件に関連する 10 条 2 項は、免除の例外として、外国国家が
国際約束を含む「合意」に基づきオーストラリアの裁判権に服する場合を規定します。連邦最高裁判所は、
ICSID条約 53条から 55条に基づき締約国のオーストラリアの裁判権からの免除は放棄されたか、また、そ
の場合、承認手続に関する裁判権のみに服するのか執行や強制執行に関する裁判権にも服するのか、という
問題を検討しました。承認手続からの免除を主張するスペインは、外国国家免除法 10 条 2 項は、対象とな
る国際約束の文言に明示的な放棄が含まれる場合のみ、当該国家が裁判権に服す旨を規定しており、黙示的
な放棄では不十分であると主張しました。 

 連邦最高裁判所は、国際法上、該当する国際約束が「放棄」という文言を明記していなくても、国際約束
の文言及び文脈から、締約国の主権免除が放棄されたという含意が明白であれば足りると確認したうえで、
ICSID条約加盟国は、同条約 53条から 55条に合意することで、ICSID仲裁判断の承認及び執行に関しオー
ストラリアの裁判権に服する（但し強制執行に関してはこの限りではない。）としました 6。 

III 54条による免除放棄の問題に関する判断を行わなかった米国 D.C.巡回区の事例 
 
 英国とオーストラリアの裁判所が、投資受入国が国際約束により他国の裁判権に服することに合意したこ
とを根拠として、仲裁判断を承認・執行する英国／オーストラリアの裁判権を確認したのに対し、米国の
D.C.巡回区連邦控訴裁判所は、2024年 8月及び 11月に、投資家と投資受入国との仲裁合意を根拠として米
国の裁判権を確認しました。 

 米国の外国主権免除法（Foreign Sovereign Immunities Act 1976）の下、外国国家は原則として裁判権
免除を享受する（28 U.S.C. § 1604）と同時に、明示的と黙示的とのいかんを問わず外国国家がその主権免
除を既に放棄している場合（28 U.S.C. § 1605(a)(1)）、また、私的当事者とのまたは私的当事者のための
外国国家による仲裁合意の執行、または係る仲裁合意に従って下された仲裁判断の承認を目的として訴訟が
提起された場合（28 U.S.C. § 1605(a)(6)）、そのような外国国家は一定の条件の下米国の裁判権に服しま
す（下記で紹介する連邦控訴裁判所の判決で、§ 1605(a)(1)は「黙示的放棄例外」、§ 1605(a)(6)は「仲

 
6  Kingdom of Spain v. Infrastructure Services Luxembourg S.à.r.l. [2023] HCA 11. 

https://www8.austlii.edu.au/cgi-bin/viewdoc/au/legis/cth/consol_act/iaa1974276/s35.html
https://www8.austlii.edu.au/cgi-bin/viewdoc/au/legis/cth/consol_act/iaa1974276/s35.html
https://www8.austlii.edu.au/cgi-bin/viewdb/au/legis/cth/consol_act/fsia1985288/
https://www.law.cornell.edu/uscode/text/28/part-IV/chapter-97
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裁例外」と呼称されています。）。 

 NextEra対スペイン事件及び 9REN対スペイン事件（いずれも ICSID案件）において、投資家はそれぞれ
勝訴しスペインによる取消申立てはいずれの事件においても却下されました 7。スペインを相手取って投資
家は米国 D.C.巡回区連邦地方裁判所に仲裁訴訟を提起し、同地方裁は仲裁例外を根拠として裁判権を認めま
した。 

 上記 2 件の事件を含む 3 件の投資仲裁案件に関する上訴を併合審理した米国 D.C.巡回区連邦控訴裁判所
は、2024 年 8 月の判決で、投資家が仲裁例外及び黙示的放棄例外の両方に依拠したことを受け、黙示的放
棄例外の適用の問題、即ち、ICSID 条約を締結することで承認・執行手続からの主権免除が放棄されたとみ
なされるかという問題は、米国 D.C.巡回区では未決であるとして触れず、仲裁例外に基づき主権免除が放棄
されたことを確認しました（ニューヨーク州南部地区を含む第二巡回区は、ICSID 案件の仲裁判断の承認・
執行訴訟につき、投資受入国が ICSID 条約の締約国であることを理由に黙示的放棄例外と仲裁例外を適用し
て、承認・執行訴訟からの免除を否定しました 8。）。スペインは、上記の ICSID案件における投資家が EU
域内の投資家であり、エネルギー憲章条約（ECT）26 条の仲裁合意はスペインとそのような投資家の間には
存在せず、仲裁例外の要件が充たされないと主張しましたが、連邦控訴裁判所は、スペインの抗弁は仲裁合
意の存否ではなく範囲の問題であると結論付けました 9。 

 また、上記のとおり英国で仲裁判断の承認・執行を申し立てた Border Timbers は、同じ判断の承認・執
行を米国 D.C.巡回区でも申し立てました。同巡回区の連邦地方裁判所は、外国主権免除法の仲裁例外と黙示
的放棄例外の双方に基づき、ジンバブエが手続から免除されないと判断しましたが、連邦控訴裁判所は、
2024年 11 月の判決で、仲裁例外に基づき手続からの免除を否定した連邦地方裁判所の判断を支持すると同
時に、同例外が適用されることを理由に、黙示的放棄例外の適用につき判断しませんでした 10。 

Ⅳ 事例の意義及び今後の動向 
 
 英国及びオーストラリアの事例は、ICSID仲裁判断では投資受入国が ICSID条約締結国であることを根拠
に他の締約国で承認・執行され得ること、また、仲裁合意の不在等を理由として仲裁廷の管轄を否定するこ
とにより承認・執行からの免除を投資受入国が主張できないことを確認した点で重要な判決といえます。 

 他方、今回黙示的放棄例外の適用に関する判断を行わず、仲裁合意の存在に基づき免除が放棄されたと認
めた米国 D.C.巡回区連邦控訴裁判所は、2024年 8月の判決で ECTに基づき投資家との間に仲裁合意が存在
したか否かは本案の問題であり、仲裁合意の有効性につき見解を述べるものではないと述べています。仲裁

 
7  NextEra Energy Global Holdings B.V. and NextEra Energy Spain Holdings B.V. v. Kingdom of Spain, ICSID Case No. ARB/14/11, 

Final Award, 31 May 2019; Decision on Annulment, 18 March 2022; 9REN Holding S.à.r.l. v. Kingdom of Spain, ICSID Case 
No. ARB/15/15, Award, 31 May 2019; Decision on Annulment, 17 November 2022. 

8  Blue Ridge Investments, LLC v. Republic of Argentina, 735 F.3d 72 (2d Cir. 2013). 

9  NextEra Energy Global Holdings B.V. et al. v. Kingdom of Spain, Nos. 23-7031, 23-7032, 23-7038 (D.C. Cir. Aug. 16, 2024) 
(slip op.). スペインは連邦控訴裁判所大法廷（en banc）での再審理を申し立てましたが、同申立ては 2024年 12月 2日に棄却されま
した。 

10  von Pezold et al. v. Republic of Zimbabwe, Nos. 23-7109, 23-7110 (D.C. Cir. Nov. 13, 2024). 
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合意の存否は ICSID条約上仲裁廷または特別委員会が判断すべき事項であり、NextEra対スペイン事件及び
9REN 対スペイン事件では、特別委員会が既に仲裁合意の不在を理由とする投資受入国による取消申立てを
棄却していますが、このコメントが、米国 D.C.巡回区連邦地方裁判所が仲裁合意の存否につき新たに判断を
行い得るという趣旨であるのかは、今後の同地方裁判所の判決を見る必要があります 11。関連する動きとし
て、ICSID案件ではなくUNCITRAL案件ですが、仲裁地オランダの最高裁判所が仲裁合意の存在を認める判
断を出したことに依拠して、英国高等法院がこの論点に係る争点効を認め、投資家の承認・執行手続におい
て投資受入国ロシアは再び仲裁合意の存否に関する主張を行えない、という判決を 2023 年に下しています
12。ただ、投資受入国は上訴を認められたという報道情報があり、今後の動きが注目されます。 

 
 

 
11  同連邦地方裁判所は、別の ICSID 案件の仲裁判断の承認・執行訴訟において、スペインと同様の理由で EU 域内の投資家との仲裁合意

を無効としたルーマニアの主張を審査しています。Ioan Micula et al. v. Government of Romania, 404 F.Supp.3d 265 (D.D.C. 
2019). なお、この案件では投資家は黙示的放棄例外に基づく主張を行いませんでした。 

12  Hulley Enterprises Limited, Yukos Universal Limited and Veteran Petroleum Limited v. The Russian Federation [2023] EWHC 
2704 (Comm). 
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